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はじめに
ＩＬＯが世界平和の実現と貧困の一掃，社会正義の実現のために創設され
てからすでに75年の歳月が経過した。第２次大戦後国際労働機関は，国連専
門機関のなかに位置づけられ，三者構成による平和の回復と経済復興を目ざ
し，また労働者の人権擁護のために世界に共通の「公正労働基準」を確立し，
重要な役割を果し続けてきたのであるが，近時国際競争の激化にともないわ
が国の経済は，1980年代以降産業構造の転換により，就業形態の著しい変化
と円高・産業の空洞化にともない失業率も上昇し，また組合の組織率の低下
にともなう労使関係の変容に対し，労働法学と労働法制の理論課題と並行し，
国内における国際労働基準を実現する立法論の必要性が提言されてきた。国
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際労働基準の立法論の構成については，国内の労使関係をとりまく現状の把
握や労働契約法制の基本理念にかかわる問題と関連しているが，本稿は国際
労働運動の発展と国際労働基準およびILO条約の作成過程にかかわる問題
の展開を通して，三者協議条約の成立の経緯について把握するとともに，
ILO条約批准の法定手続と三者協議の形成ならびにスウェーデンの国内
ILO委員会の概況と批准条約の指数を吟味し，わが国における国際労働基
準を実施する立法論の構想について素描する。
１労働運動の発展と国際労働基準および
労働条約の作成過程の問題
本稿は西欧諸国における資本主義経済のもとで，国際労働基準が労働運動
を基調として，確立されるにいたった経緯およびILO条約の作成にかかわ
る問題について，概括的に検討を加えておくことにする。
（１）労働運動の発展と国際労働基準
資本主義経済の発展にともない各国の労働組合は，現在の形式にみられる
ような国際労働基準を要求したものではなかった。1864年に各国の労働者間
に国際的な団結を求める気運のたかまりを背景にして，ロンドンのセント・
マーチンス・ホールで国際労働者協会，のちに第１インターナショナルと呼
（１）
ばれる組織力:設立された。1866年ジュネーブで第１回大会が開かれ，全世界
の労働者の一般的要求として，８時間労働の確立，児童労働の労働時間短縮，
婦人の深夜業の廃止などについて決議した。ついで決議は，労働組合は意識
すると否とにかかわりなく，労働者階層の大衆的組織の中心になっているの
であるから，資本主義制度を廃止するための組織された促進手段として，重
要性をもっていることを指摘し，「労働組合は労働者階級の完全な解放とい
う偉大な利益のために，労働者階級組織の中心として意識的に行動すること
を学ばなければならぬ。労働組合はこの目的に進むあらゆる社会的，政治的
運動を支持しなければならない。労働組合は，自分を全階級の前衛闘士であ
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１３９
り代表であると自認し，またそれを目指して行動するにあたり，組合の外部
に未組織でいるものを，自分の隊伍にくわえないわけにいかない。労働組合
はもっとも劣悪な給与をうけている労働者，たとえばとくに不利な環境のた
めに，抵抗力をうばわれている農業労働者の利益を注意ぶかくはからなけれ
ばならない。労働組合の努力が，狭量な利己的な屯のどころでなく，むしろ
ふゑにじられた大衆の解放を目標とするものであることを，全世界に納得さ
せなければならない｣。この決議で労働者階級の経済・政治闘争における労
（２）
働組合の役割１こついて，運動史上の原則的命題を確立した。やがてこの第１
インターが解散したので，各国の労働運動の発展を基礎にして，1889年７月
労働運動の国際的結びつきを回復する企てが行われ，フランスのパリに20カ
国（391名）の労働運動の代表が集合し，マルクス主義の色彩が強い第２イ
ンターナショナルを創設した。創立大会は無政府主義者の反対をおしきり，
政治闘争とプロレタリアートの権力獲得のために，大衆的労働運動を強化し
社会主義政党の結成が必要である決議を採択し，８時間労働，賃金引上げな
ど日常要求のために闘うことを決定した。このほか大会では軍国主義反対，
労働者の選挙権の拡大，工場法の制定，国際労働立法のための闘いや労働組
合，協同組合，社会主義政党の建設について論議が集中し，決議を採択した。
さらに国際労働基準の設定が具体化したのは1919年第１次大戦直後に労働
運動が革命的に高揚し，労働者階層の国際的組織が新たに発展し，国際連盟
の機構の一部として労働者階級の要求により，平和条約のなかに労働に関す
る項目を加えILOが設立された。当初大戦直後２．３年間にイギリス，フ
ランス，ドイツの労働者階層は社会立法を獲得するとともに，ＩＬＯは労働
者の革命的行動を防止することを主な目的として，政府，使用者，労働者の
各代表による三者で構成されたが，常に政府・使用者代表が多数を示め，労
働者代表は自国政府の承認をうけなければならず，独占資本の代表が支配統
制するなかで，労働時間の短縮，婦人・年少労働者の保護，社会保障などの
問題をとりあげ，彼らの認容できる範囲でこれらの問題に関連した条約や勧
告を採択した。かくして各国の労働者階層は，国際労働基準を自国における
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労働基準の作成についての目安として，労働基準の最低限の要求をかかげ，
その実施を政府にせまる労働運動を展開して国際労働条件が批准されるよう
になり，不当に低い労働条件の国灸からの圧迫を緩和し，自分達の賃金や労
働時間を高く維持することを期待して労働運動を支援するとともに，批准し
（３）
た条約の適用を確保‐する力量としての労働運動を支えてきた。わｶﾐ国の場合
も戦後の労働運動のなかで，国際労働条約の批准闘争は，公労法の適用をう
けていた三公社の国鉄．全逓職員の団交権・争議権の制限禁止に対し，１９５７
年の春闘を契機に総評はILOに労働組合権の侵害の実情をアピールし’
1958年に全逓労組は当局の団交拒否に対して，日本政府への抗議をILO結
（４）
社の自由委員会lこ措置の申立てを求めてILO87号「結社の自由及び団結権
の保護に関する条約」の批准と公労法の改正をもくる承，また国鉄労組も同
じ抗議の申立てを行ない，政府はILO条約を批准せざるをえない状況に迫
（５）
い込まれた。かように国際労働基準I土，国内の労働運動の力量によって批准
が促進される側面をもっている。しかしその後の労働運動の推移については’
1975年国鉄労組のスト権ストの組合運動の攻勢が停滞する時期にわが国は石
油危機に直面し，減量経営による雇用慣行の見直しがはかられ，労組組合の
組織率の低下に影響がおよび，1980年以降経済の国際化，情報化によって産
業構造が変化し，またこれにともない就業構造も変化し，組合運動の組織基
盤である組織率の低下状況のもとで，組合運動の主導権が戦闘的組合運動の
（６）
路線から労使協調的組合運動へ移行するにし､たり，運動の路線が徐々に孤立
化する傾向となる。９０年代にはいりバブル経済が崩壊し，円高不況のもとで
企業の工場閉鎖や海外進出の影響もあって組合の組織率も著しく低下（24.1
％）し，もはや組合の組織力を背景にした労働条件の改善運動はもとより，
ILO条約の批准闘争も影をひそめ悲惨な状況におかれたのである。
以上のように今日における労働組合組織率の低下現象は，わが国のみなら
ず，たとえば，労働運動の先駆であるイギリスにおいても，1979年当時労働
（７）
組合会議（ＴＵＣ）Ｉ土，1200万人の組合員が1995年には760万人に減少し，そ
の他先進工業国においても労働組合の影響力が低下し，労使関係におけるア
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１４１
クターの役割の再検討を要求するものであり，またILOの三者構成構造の
再検討につながっていくもので，将来ILOの根幹をゆるがす問題になるか
（８）
屯しれなし､推論がなされている。なおさらにILOの三者構成は，労働組合
に対し権威主義か敵対的政府だけでなく，伝統的労働組合主義は経済的危機
やその縮小によって脅威の下にあり，グローバル化された経済の中で多国籍
企業の成長により，全国的組合や国際労働組合でさえそれに対処しきれなく
なっており，ＩＬＯは労働関係の新形態を研讃し,労働組合の性質の変化と
実力の低下にもかかわらず，労働者参加を改善するための指針を提供し，平
（９）
等と結社の自由概念を再生しなければならなし、提言が注目される｡
(2)ILO条約の作成過程にかかわる問題
わが国は1938年にILOを脱退し，1951年日米の平和条約の締結にさきだ
ち再度ILOに復帰した。以後1952年の農業の有給休暇条約（１０１号）から
1982年の雇用終了に関する条約（158号）にいたるまで31年間にあわせて５８
条約が採択された。その後1995年の段階（ILOジャーナル12月号末日）で
加盟国は173カ国で，総会において176条約，183勧告が採択され，わが国の
批准条約は42となっている。とりわけ前者の58条約のなかで政府代表は，強
制労働の廃止条約（１０５条)，使用者代表は漁船員雇入契約の条約（114号）
について各１回投票不参加がなされ，残余の57条約に対して，日本政府代表
は賛成44,反対１，棄権12,使用者代表は賛成31,反対16,棄権10の投票を
行っており，労働者代表は２回欠席をのぞいて全部の条約採択に賛成し，政
（10）
府・使用者代表の積極的な対応の事実を確認し，とくに日本の政府代表力:，
総会において反対や棄権表を投じた条約はどんな条約であったか，戦後わが
国がILOに対する関係の変化をみるうえで重要である視点から，採択年次
ごとに条約を列記し，個々の条約に対する日本代表（政・労・使）の賛成，
反対，棄権の指数と総会における賛成，反対，棄権の指数を明示し，日本政
府代表の投票行動の特異性と使用者代表の行動を対比させ，政府・使用者側
の同一行動原則が戦前と同質であることを明らかにし，日本政府の消極的行
１４２
動は70年代にいたり急速に増大し，単にILO総会において条約や勧告の採
択にあたり，反対・棄権票を投ずるだけでなく，総会での討議・採択の前段
階で強硬に主張されている条約や勧告の作成過程における骨抜き行動の事実
（11）
部分について，見逃すことができなし､。
すなわち，国際労働機関で採択される条約や勧告を作成する前段階におい
て骨抜きにする方法の第１は，国内事情を強調することにある。ＩＬＯには
前述のように173カ国が加盟しており，それぞれ異なった国内事情をもって
いるので，条約や勧告を加盟国全体の共通規範を作成する場合，国内事情を
十分尊重することは必要であるが，日本政府は条約，勧告の各条文ごとに，
国内の条件に適するように条件づけをしようとしている。しかし加盟国が国
内事‘肩をもちだし，日本政府のような手法をとることになれば，もはや共通
規範の成立がそこなわれ，国際条約の存在する余地がなくなり，ＩＬＯの創
立精神に反する批判をうけることになるであろう。第２は，条約よりも勧告
にすべき主張であるが，条約は権限ある機関で批准することによって規範文
書となるだけでなく，ＩＬＯが最低基準を明文化したものとして，加盟国に
対して影響力を与えることになる。勧告は加盟国の国内措置の指針であり，
細目の規定を国情に最も適した方法で適用する自由が与えられる国際文書に
（12）
すぎない。極端になにも講じなくてもよいことlこつながり，決定的な骨抜き
ということになる。この政府主張は，勧告が国境を越えた共通の社会的意識
を創造することに基本的に寄与することであり，このような共通の社会的意
識の発達が不完全な現代国際社会に重大な弱点があることを，十分認識して
いない感覚が疑われることになる。第３は，条約に基本的抽象的な原則だけ
を規定し，具体的な規定は勧告にすべきである条約プラス勧告方式を活用し
た条約の骨抜き方法である。この事例は1977年の看護職員の雇用労働条件及
び生活状態の条約（149号）にみられることを例証し，７０年代以降のILO条
約の特徴になることを予測するとともに，さらに'982年の使用者の発意によ
る雇用の終了に関する条約（158号）の作成過程において，日本政府は「弾
（13）
力性のある勧告」と「国内事情に敵する」ようlこすべき主張の事実に対し，
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１４３
（14）
その終始消極的な対応を批評されてし、る゜とりわけILO条約の伝統的タイ
プの多くがプログラム設定型になっており，労使関係における当事者やその
国の経済が理想的基準を実施する余裕がなく，もはや理想を打ちたてこれを
強制するだけでは機能しえなくなっており，今日かなり多くの国際条約１こつ
（15）
し､て，加盟国政府に対し義務履行の措置をとることが求めている事実から，
日本政府もＩＬＯ条約の伝統的プログラム設定型を基本的に吟味し，国際労
働規範としてできるかぎり国内に直接適用しうる条約の設定に取組むことが
必要であろう。
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(10）中山和久「ILO条約と日本」岩波新書18～19頁。
(11）中山和久「前掲」２０～26頁で提起している条約や勧告の作成過程における政
府の行動様式の影響をうけて作成されるような国際基準を，国内で実施する立法
論を展開するにあたり，国内条件とのかかわりで無視できない要素と考えられる。
(１２）飼手・戸田「ILO国際労働機関」日本労働協会286頁以下で，条約と勧告の
機能の相違について論述している。
とくに勧告の機能は，第１に条件採択のために問題が十分熟していないと判断さ
れたときに勧告が採択された後，条約採択の素地となる事例(２０号．６７号，６９号
勧告）もある。第２に条約を補足するために，法的拘束力をもたない勧告が細部
の規則を定め，政府に一定のガイドラインを示すことが行われている。第３に技
術的細目にわたる基準であるため，各加盟国内の状況に合せ調整を必要とする問
題，また各国内によって違った1慣行がある事項（たとえば労使関係，訓練，労働
者社宅など）については，国際的義務が考えにくいために勧告の形式がとられる。
一般的に勧告は条約より劣る文書と考えられてきたが，勧告の中に定められた国
際基準の存在が国内法や実践的に雇用関係終了に関する勧告（119号）など，実
質上影響を与えていることに着目すべきである。ニコラス・バルティコス「国際
労働基準とILO」（花見忠監修・吾郷真一訳）６１～65頁。
(13）花見忠「労使関係とＩＬＯの将来一問題とアクターの変化一」123～125頁（日
本ILO協会編ILO創立75周年フィラデルフィア宣言採択50周年記念所収）にお
いて，近年国際労働の性質が変わってくるに従って，労働の分野において各国政
府の役割が変化する状況のもとで，労使関係が余りうまくいっていない国々にお
いて「弾力性」というこどぱが流行語として現われ，経済不況が理由となって労
働者保護が伝統的な法施行よりも弾力的なアプローチを要求されつつある視点か
ら，現在高度な技術的職場環境のもとで，多くの不測の事態に対応し，弾力的で
即座に対応しうるようなアプローチが団交や政府の法令にもとづく基準設定にか
わって求められており，この結果条約と勧告を通して国際規則は，基準の直接的
な定立から指導，誘導，また援助といった行政的手段を通して，弾力的な方法で
国家権力により実施されるようになってきた。さらにまた条約や勧告を通した国
際規則は基準の直接的な定立から，指導や誘導，援助などの行政手段を通して，
より弾力的な方法により国家によって実施されるようになってきた論評から，お
そらく政府はILOの役割の変化に対応し，「弾力性のある勧告」で国際労働問題
に対応したい考えに立脚しているものと推測される。
(14）中山和久「前掲」２２頁。日本政府の行動は，ＩＬＯ条約の直接適用可能か否か
について，国際平面で一般的抽象的に決定することが非常に困難であると認識し，
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１４５
すべて国内法の問題として，処理すべき意図をもった行動様式と推論される。
(15）花見忠「前掲」125頁。
２三者協議条約の成立の経緯と文書の形式
前項の展開過程を通して，本項では国際労働基準を国内で実現する効果の
ために採択された三者協議条約の経緯と文書形式について，概括的に把握し
ておくことにする。
（１）三者協議条約・勧告の成立経緯
ＩＬＯが創立してからすでに75周年が経過し，伝統的な政・労・使構成の
｢三者主義」により，条約や勧告などの国際文書を採択してきたことが歴史
的事実として，当事者によって承認されてきた。しかし他方，三者構成の原
則と実行が無力化している弱点が加盟国の労働者側から主張され，加盟国の
国内において三者主義を「実践的かつ永久的・指導的な原則」として，その
実行を明確にしなければならない視点から，1960年44回ILO総会（第５議
題）で「産業的，全国的規模における公の機関と使用者団体及び労働者団体
（16）
との協議及び協力に関する勧告（113号)」力:採択された。この勧告の協議及
び協力は，経済全体または経済の各部門を発展させ，労働条件を改善し，生
活水準を引き上げるために，公的機関と労・使の各団体間およびこれらの団
体相互の理解と良好な関係を助長することを一般原則としている。その後１０
年が経過し，ＩＬＯは総会でどんなにすぐれた条約・勧告を採択しても，国
内でこれに相応する体制がなければ効果を期待できず，目的が達成できない
観点から1971年の総会で，全活動における三者構成の原則の強化に関する決
議が採択され，ついで1973年11月に191回ILO理事会は「ILO基準の実施を
改善するため国内三者構成機関の設置」を1975年60回総会の第１次討議（第
（17）（18）
７議題）ｌこ含めることを決定し，次期'976年61回総会Iこげおる第２次討議の
結果，「国際労働基準の実施を促進するための三者協議に関する条約（144
号）および「国際労働基準の実施及び国際労働機関の活動に関する国内措置
を促進するための三者協議に関する勧告（152号)」が採択された。以上が三
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者協議にカコかわる条約・勧告の概要である。
（２）三者協議採択文書の形式および前文
三者協議に関する144号条約は，前文および1条から６条（批准手続に関
する最終条項を除く）によって簡潔に構成されている。また152号勧告は，
144号条約と同一内容の前文と９項本文からなる。条約は基本的な原則を設
定する文書であり，三者協議に関する総論部分に属し，これに対し勧告は，
条約を適用するために具体的な細則を規定することにより，各国政府に適用
上の指針を示すものと位置づけできる。
なお国際労働基準に関する国内の三者協議を促進するための文書の形式を
条約とするのか，勧告の承とするかについては，多様な意見が表明された。
一部政府委員，使用者委員，労働者委員は，勧告で補足される条約の形式に
賛成したが，とくに労働者側委員は，条約の形式だけが義務を生じる理由か
ら，条約の採択が不可欠であると表明した。他の政府委員は，主題の事項は
直接労働条件を改善する通常の条約と異なっており，三者構成の原則を国内
段階に移し，国際労働基準の設定と完全な適用を確保する方法を見出すため，
本件のように行政上の性質を有する問題は，勧告の形式が適していると表明
した。使用者側，労働者側の各委員，－部政府委員は，形式文書によって与
えられる「弾力性」について，条約案と勧告案は，国内条件及び経済・社会
体制を考慮して弾力性が協調された。
その第１は，政府委員と使用者委員は，「使用者の代表的団体」の用語は，
伝統的な使用者に限定されず，協同組合その他生産手段の社会主義的所有を
基盤とする経済単位を包含し，形式文書はすべての経済体制において適用し
うるものとするため，適当な文言で明確にする必要があると考えた。第２は
若干の政府委員は，協議は幅広く合同機関や厳密な三者機関で行われること
を認めるべきであり，社会政策の問題について，ひとしく関心をもった消費
運動や協同組合運動の如き他のグループのためにも余地が見出されるべきと
（19）
考えた。また使用者委員も，政府・使用者・労働者力:代表されることを条件
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として，他の当事者が協議に参加することを妨げるものでない見解を表明し，
最終的に加盟国の政府は，使用者と労働者の協力を確保することによって，
条約及び勧告の規定を－増効果的に実施できるであろうとして，勧告によっ
て補足される条約の形式がとられた。
つぎに，三者構成委員会から提出された条約と勧告案の前文については，
両者とも同一の文体による形式で表明されており，一般討議のなかで労働者
側委員から修正案が提出され，前文１段は1948年の結社の自由と団結権の保
護条約，1949年の団結権，団体交渉権に関する条約ならびに1960年の産業的
及び全国的規模における公の機関と使用者・労働者団体との協議・協力に関
する勧告の条項が，自由でかつ独立した団体を設置する労使の権利を確認し，
２段は，全国的規模における公的機関と労使団体との効果的な協議を促進す
るための措置を要求し，多くの国際労働条約および勧告の規定が，それを実
（20）
施するための設置Iこ関して労使団体との協議を前文で明記し，国際労働基準
の実施を促進するための三者構成機関の設立に関する提案を決議した。
(16）労働省「44回ILO総会報告書」1960年６月58頁以下。
(17）ＩＬＯ，，'EstablishmentofNationalTripartiteMachinerytolmprovethe
ImplementationofILOstandards”ReportⅦ(1)，InternationalLabourConfer‐
ence60thSession，1975．ＩＬＯ，Geneva，Ｐ．Ｌ
(18）労働省大臣官房国際労働課「61回ILO総会報告書」1976年６月24頁以下。
(19）労働省大臣官房国際労働課「前掲」1976年６月25～26頁。
(20）労働大臣官房国際労働課「前掲」1976年６月237頁。
３条約の批准決定と三者協議の形成，
スウェーデンのILO委員会
ＩＬＯで採択された国際労働基準の実現は，国内の立法制度や経済発展の
度合，労働市場などの諸条件と関連性があることは，各国とも共通している。
とりわけ諸外国では国内に三者機関を設け，条約の批准を促進している点に
着目し，本項では条約の批准法定手続と三者協議の形成，さらにスウェーデ
l48
ソ,ＬＯ委員会の概況および批准条約の状況をﾛ今味しておくことにする｡
（１）ＩＬＯ条約批准の法定手続と三者協議の形成
ＩＬＯ総会によって採択された条約は「義務創設文書」の性格をもってお
り，加盟国が条約を批准することによって条約の当事国となった場合'この承’
条約の規定を適用する義務を負うのである。加盟国は国際労働機関憲章19条
５項(ｂ）により，権限のある機関の同意をえたときに条約の批准義務を負う
のであるが，この同意を与えるか否かは，権限ある機関の完全な自由裁量に
属している。条約は批准がなければ加盟国に拘束力がおよばないのであり，
ただ国際労働基準を文書化したにすぎず，批准されない条約は国内措置の指
（21）
針に‐すぎないのであり，勧告と同じである。
前記のように国際労働条約は，国際労働基準文書の性格をもっており，国
際労働憲章30条は，条約の批准を促進する措置と可能な限り国内法に具体化
する規定を設けている。明治憲法下における条約の批准は天皇の大権事項と
（22）
され，議会に附議することなく批准の可否力:決定されていたが，日本国憲法
下において条約の締結権および批准行為は内閣の権能に属し，国会の事前主
（23）
たは事後に承認を経ることを必要とし，具体的lこ内閣法制局が，採択された
（24）
条約を逐条的に審理する厳格な態度によって批准力:決定される。戦前におけ
るわが国のILO条約の批准については，国内法を先行して制定し条約内容
（25）
に適合する条件を充足させ，批准手続を行う憲法慣行力:行われていた。もち
ろん先行して制定された国内法は，条約内容に抵触してはならないのであり，
また条約の内容を上まわる既得の条件を変更するようなものであってはなら
（26）
なし､。なお労働条約と国内法の関係について，上記手続で批准された条約と
国内法が事実上矛盾する場合，また国内法に欠陥がある場合の効力について，
解釈が分れている。条約はその内容が国内法と同じく通用する条約と国内的
（27）
,こ実施するために立法手続を要するものがあり，条約が国内的に効力を有す
るために，イギリスやスウエーデンのように国内法の制定を必要とし，その
（28）
立法を根拠としての承国内的効力を有する国家とわｶﾐ国のようIこ憲法前文で
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１４９
国際協調主義を明記すると共に，憲法98条２項で「日本国が締結した条約及
び確立された国際法規は誠実に遵守することを必要とする」と規定し，一元
論的な見地から国内の個人や行政機関・司法機関は，直接国際法規を遵守す
ることを明記したものであり，国際法の国内的効力を認めたものとする解釈
（29）
がなされてきたが，これらの見解と異なる立場から国家Iま国際法と矛盾した
立法意思をもつわけがないと推定し，国内法を可能なかぎり国際法と調和す
るような解釈`慣行が行われており，国際法と国内法の矛盾をなるべく阻止す
（30）
る試糸力:国際間でなされていることから，憲法98条の規定をこの趣旨にそく
して解釈し，法文の暖昧な国内規定はできるだけ条約に接近させ，国内法の
（31）
欠訣部分は条約によって補充する考えをとるべきとする解釈に矛盾がなし､。
つぎに，国際労働基準を促進する三者協議の形成についてであるが，前述
した1960年産業的，全国的規模における公の機関と使用者団体及び労働者団
体との協議及び協力に関する勧告（113号）が採択されたあと，1976年61回
（32）
総会において，三者協議に関する条約（144号）および勧告（152号）力i採択
されて18年が経過した時点において，社会経済現象も激しく変化し，就業形
態や雇用調整の実施方法の変化，さらに円高不況と国際化にともなう国内産
業の空洞化による雇用悪化などの変動に対し，労働法学の課題として，国際
（33）
基準を国内でどう実現するかについての立法論の必要性力:提示されてきた。
90年代になってわが国は，バブル経済の崩壊に直面する状況のもとで，ＩＬＯ
は1993年11月に理事会・労働者代表グループは三者構成について，「ILO三
者構成の原則と実行は無力化しており，国際的に三者構成主義が形骸化され
る矛盾は，ＩＬＯの信頼性と影響力を損ない存在理由がなくなってきた。三
者構成の出発点は各国内の実践的，永久的，指導的な原則としての三者構成
主義の実行を明確に再確認する必要がある」基本的役割について，事務局長
（34）
への提言がなされた。1996年６月Iこいたり「経済社会政策の国内レベノレの三
者協議」を第83回ILO総会における議題として，三者協議に関する協力の
妥当性について，一般討議がなされた段階にある。とりわけILOは，国際
労働基準を促進する三者協議機関の設置に関して，総会においてすぐれた条
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約や勧告を採択しても，加盟国内でこれに対応する体制がなければ十分に効
果を期待することができない目的から，採択されたものであると把握できる。
以上の展開を通して，つぎにスウェーデンの国内ILO委員会（三者構成機
関）の概況について検討しておくことにする。
（２）スウェーデンILO委員会の概況と批准条約
スウェーデンILO委員会の前進は，1919年10月に社会的，政治的問題の
ために北欧の協力構想で，二つの委員会の設置を具体的に実行した。スウェ
ーデンは各々の委員会の代表を任命し，三者構成の形態がとられ２名の代表
は，とりわけ国際会議に参加を準備することが一任されて１名の代表と交替
制にした。またこの代表は三者構成の形態が1922年の終りに解散したので，
その機能が政府機関だけに引き継ぎされた。しかし三者構成の代表を再編成
するため続いての要求は，1927年に国際社会・政治協力機構（Interna‐
tionalSocialandPoliticalCo-Operation）のために，新たな代表を三者構
成として設置した。この代表はいまでも現存しており，戦後近時にいたるま
（35）
でスウェーデンILO委員会として知られてし､る。1976年国際労働基準を実
施する三者協議条約（144号）が総会で採択された際，スウェーデンILO委
員会の活動が，1974年３月国王の命令で規定された。その条約が1977年にス
ウェーデンで批准されたとぎ，これらの活動を管理する規則が条約の必要条
件と全面的に一致することを保障するために訓令を発した。1978年１月に新
らしい規則を実施する命令が公布され，ＩＬＯ委員会のために144号条約６条
（36）
lこ従って年次報告を発干'し，条約の条件を導入した。
とりわけ現在スウェーデンにおけるＩＬＯ三者委員会は議長を含む政府代
表３名，使用者団体によって指名された３名および労働者団体によって指名
された３名からなる９名のメンバーをもって50年間機能してきた。この国内
（37）
ILO委員会Iま，条約に書かれたすべての問題について協議している。政府
機関は，この委員会が要求する資料および意見を提供することが要請されて
おり，また委員会は専門家を使い援助をうけることができる。ＩＬＯ委員会
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１５１
のために訓令で同委員会が憲章19条による報告および産業別労働委員会のた
めに，ＩＬＯに報告を提出する責任，またスウェーデンの社会条件に関して，
ILOが要請する報告を作成する責任，デンマーク，ノールウェーなどの隣
接国と輪番制で，ＩＬＯ事務局長の年次報告を翻訳出版する責任，社会政策
に関するスウェーデンの公式出版物をILOに送付する責任やＥＣ会議の要
求する社会政策報告を作成する責任を明示している。さらに委員会はILO
機関憲章22条に基づく報告書を送達し，ＩＬＯの質問書に対する文書案のコ
メントの作成について諮問をうける。条約や勧告を権限のある機関に提出す
ることに関連して，政府は条約の批准の可能性および勧告に関してとるべき
（38）
措置や廃棄提案について，ＩＬＯ委員会と協議する方式力:とられている。
つぎに国内でILO委員会が機能しているスウェーデンの条約批准指数に
注目した場合，1995年までに国際労働総会で176条約を採択した条約のうち
（39）
85条約を批准してきた力:，基本的人権と自由を取り扱うことlこ関して，結社
の自由や団結権および団体交渉権，強制労働からの自由，また雇用や職業に
おける差別待遇からの自由の条約をすべてこれらを含めている。さらにスウ
ェーデンは，失業や雇用を創出する機会の対抗処置はもちろん，これらの労
働行政の交渉方法についても，また社会保障に関する大部分の条約，健康促
進の労働条件および業務上の疾病や作業中の傷害に対する保護について規定
されているすべての条約を批准した。なお船員に関係する27条約のうち14条
約を批准したが，同時に1948年の結社の自由および団結権の保護条約（８７
条）と1949年の団結権および団体交渉権に関する条約（98号）については，
それぞれ1949年，1956年に批准した。これらの重要な条約は，スウェーデン
の国内立法に直接影響を与えなかった。1906年にスウェーデンでは，団結権
の原則を確立するため，早くに使用者連盟と労働組合総連合間で団体協約が
締結されてきたが，その後1920年代および1930年代につぎのような立法が施
行された。それは1920年労働争議の調停に関する法（245号)，同年労働争議
の特別仲裁人に関する法（248号)，1928年の団体契約に関する法（253号）
および1936年結社の権利と団体交渉に関する法（506号）である。現在これ
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らの諸立法は，1976年職業共同決定法（580号）に変更されて1977年１月に
施行され，結社の権利や交渉権，情報権，団体協約，産業平和を遵守する責
務と紛争の仲裁および解決に関する諸条項からなっている。労働問題の法的
紛争に関する訴訟手続は，1974年（371号）により制御されており，それは
なかんずく労働裁判所の権限を規制している。修正文書を批准した条約の変
更を除いて，スウェーデンは二つの条約，すなわち1925年パン焼工場におけ
る夜業条約（20号)，1935年鉱山の坑内作業における女子の使用条約（43号）
（40）
の終了を通告した。以上の展開を通して，次項でわ力:国lこおける国際労働基
準を実施する立法論の構想について素描する。
(21）飼手・戸田「ILO国際労働機関」日本労働協会286頁以下。
(22）高野雄一「国際労働条約の国内法的効力」法律時報394号30～31頁。
(23）条約を国内法上適法に批准しうる状態におかれても，内閣は状況上独自の判
断でその条約を批准しなくてもよいが，国際労働機関で採択された労働条約につ
いては，立法府が承認を与えたときに批准するべきことになっている点を指摘し
ている（国際労働憲章19条５．)。高野雄一「前掲」３０頁
(24）恒川謙司「ILOと労使関係の現状と課題」１２頁，日本ILO協会31回海外労
働事情視察団実行委員会報告書所収。
(25）高野雄一「国際公法」弘文堂153頁。
(26）佐藤進「ILO条約と日本の労働法」法政大学出版局16頁。
(27）高野雄一「憲法と条約」東大出版会97～108頁。
(28）高野雄一「前掲」１～２頁。
(29）宮沢俊義「日本国憲法」コンメンタール809頁以下，法学協会「註解日本国
憲法」下巻1481頁以下，清宮四郎「憲法」Ｉ法律学全集352～360頁。
(30）田畑茂二郎「国際法」（１）法律学全集137～147頁。
(31）佐藤進「前掲」１７頁，三島・佐藤「国際労働法と国内労働法」法律時報374
号14頁。
(32）総会における各国の144号条約について賛成143（政)，７９（使)，８３（労)，
棄権5１（政)，１３（使)，６（労)，反対０（政)，０（使)，０（労）で採択され
批准国は54カ国で日本はいまだ批准していない。152号勧告については，賛成
172（政)，８９（使)，８９（労)，棄権６（政)，１（使)，０（労）で採択された。
労働大臣国際労働課「61回ILO総会報告書」1976年253頁以下。
(33）秋田・荒木・花見・籾井「社会経済の変動と労働法の変容」ジュリスト894
号９頁。
(34）ＩＬＯ，，，EstablishmentofNtionalTripartiteMachinerytoImprovethe
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１５３
１mplementationoflLOstandards，，ReportVII(1)，InternationalLabourConfer‐
ence60thSession，１９７５．，０，Geneva，ｐ、９．
(35）ThelLOCommitteeCelebrated50yearsofexistenceinl977，whena
publicationwasissuedentiteｄＳｗｅｄｅｎａｎｄｔｈｅＩＬｏ（SverigeochlLQinter‐
nationallaarbets-organisation：ＩＬＯ－Ｋｏｍｉｔｔｅｎ，1927-77,Stockholm，Liber
Folag，1977)．Theprincipalauther，Ｍｒ・Sten-EricHeinrici，aformerHead
ofthelnternationalSecretariatintheMinistryofSocialAffairs，hadformany
yearsbeenSecretaryofSwedeshILOCommitter．
(36）SLagergren，TheinfluenceoflLOstandardsonSwedeshLawand
practice，InternationalLabourReview，vol．１２５，１９８６，ｐｐ３０５～306．
(37）TripartiteConsultation：InternationalLabourStandards，International
LabourConference68thSession，1982,ＩＬＯ，Geneva，ｐ２０．
(38）ＩＬＯ，，，EstablishmentofNationalTripartiteMachinerytolmprovethe
lmplementationoflLOstandards，'ReportVII(1)，InternationalLabourConfer‐
ence60thSession，1975．ＩＬＯ，Geneva，ｐｐ９～１０．
(39）１１０，”ListsofRatificationsbyConventionandbycountry”Reportlll(part
５)，InternationalLabourConference83rdSession，1996．ＩＬＯ，Geneva，ｐ、
２７９．
(40）SLagergren，TheinfluenceoflLOstandardsonSwedishLawand
practice，InternationalLabourReview，ＶＯＬ１２５，１９８６，ｐ、３０６．
４国際労働基準を実施する立法論の構想
わが国においては現在，諸外国にみられるように国内の三者協議機関によ
って，ＩＬＯ総会で採択された条約を検討し，これを批准促進する機関は事
実上存在していない。ただ民間の協力団体として，1951年わが国がILOに
復帰を促進するため，ＩＬＯ精神の普及と健全な労使関係の発展に寄与する
目的をもって，広報事業や調査研究事業などを行っている民法上の財団法人
（41）
｢日本ILO協会」カミあるにすぎない。それゆえ，国際労働基準を国内で実現
する条件として，三者協議に関する条約（144号）を批准し，また勧告（152
号）を促進することはもとより，未批准条約を検討しその批准を提案する三
（42）
者機関を設置することが不可欠である。しかしこの実現の可能性についてIま，
近時のわが国における政治状況に着目した場合，1981年に第２次臨時行政改
革調査会が発足してから相当の年月が経過し，すでに赤字国際は240兆円，
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国・地方自治体の公的債務も433兆円に達し，いまや財政再建問題は国民の
重要課題となっており，さらにまた新たな行革路線の方向として，たとえば，
行政機構の再編成，特殊法人の廃止・統合の推進，郵政三事業や国立病院・
（43）
研究機関等の民営化への通を開こうとしている立案のもとで，新たlこ国際基
準を促進するための三者機関の設置は，極めて困難なように思われる。そこ
でかかる機関設置の可能性について，現行国家行政組織法上認められている
（44）
各種行政委員会の沿革や組織，その職務１こつ↓､て吟味した結果，戦後の国内
的事情から自主的に生成し，労働法上運用されている三者構成の労働委員会，
とりわけ中労委に国内ILO委員会の機能を併合せしめることが，適切でな
いかという考えに達した。
周知のように中労委は，現行労組法・労調法上の権限として，労働組合の
資格審査および不当労働行為の認定について，再審査の権限をもっており，
また調整機能として労働争議の緊急調整の意見聴取や国営企業を含めた争議
の斡旋・調停・仲裁の権限が認められており，中労委は相対的に不当労働行
為事件の処理や紛争解決に対して，かなりの機能と相当な役割を果し，労使
（45）
関係の安定に寄与してきたことが評価されてきた。しかし労働委員会力:戦後
50年の歩永を続けてきた今日的段階において，労働組合の組織率が箸るし<
低下し，また経済構造の変化とともに労働市場も大きく変化するにいたり，
不当労働行為事件や労働争議の調整件数が箸るし<減少し，集団的労使関係
の中における労委の役割は縮小の傾向に直面し，今後労働委員会は新らしい
（46）
役害Uを模索すべき時期にきていることが指摘されている状況のもとで，中労
委に国際労働基準を促進せしめる国内三者協議機関の一翼を担わせるために，
労組法・労調法の一部を改正し，国内ILO委員会の機能をあわせて認容せ
しめる立法構想を試承る現状認識として，現行労組法上中労委の三者委員
(公・労・使各側13名）は，総理大臣によって任命された平等数の委員をも
って構成されており（労組法19条の３)，これら委員はいずれも国家公務員
特別職（公益委員)，一般職非常勤（労使委員）の身分を有し，法定の職務
を遂行する権限が与えられている（労組法20条，２５条，労調法10条。１７条以
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１５５
下，３５条の２)。そこでこの委員会制度に併用し，たとえばスウェーデン
ILO委員会と類似した三者協議方式を導入する試みとして，現行労組法に
おける中労委の三者構成の人員を削減調整するとともに，政府関係者代表
(３名）は上級職公務員の中から所轄大臣が任命し，労働者代表（３名)，使
用者代表（３名）については，各々の所属団体の推薦に基づき指名された者
を代表とし，さらに議長は労働大臣が労使代表の合意を得て作成した名簿か
ら全代表者が選挙で選出した者を含む９名の委員による協議会として構成し，
代表委員の任期は２年間とし再任を認める。なお職務権限については，前述
したスウェーデンのILO委員会と同じく，①国際労働機関憲章19条の規定
に基づく条約・勧告に関する事項についてILOに通知する。②ILOが要請
する報告書を作成する。③ILO事務局長に年次報告書を翻訳送附する。④
条約の批准・勧告措置について，政府と協議する権限を認める構想を簡潔に
素描してふた。いずれにしてもわが国では，諸外国に承られるような国内に
三者構成のILO委員会が存在していないので，諸外国における協議会，審
議会などの実例をも十分に吟味し，国内ILO委員会を早急に設置すべきで
ある。なおさらに，上記④に関連して未批准条約および新たに採択された条
約の批准や勧告の実施についての協議にあたり着目すべき点についてである
が，条約や勧告を主題別に(1)労働基準関係の条約・勧告，(2)婦人少年関係の
条約・勧告，(3)労使関係の条約・勧告，(4)転業安定・訓練関係の条約・勧告，
(5)労働行政関係の条約・勧告，(6)社会保障関係の条約・勧告，(7)船員関係の
条約・勧告，(8)移民関係の条約・勧告，(9)非本土地域関係の条約・勧告，（１０
基本的人権関係の条約・勧告ごとに分類し，各主題のなかに集約される複数
の条約や勧告について，いまだ批准されていない条約の批准を促進するにあ
たり，ＩＬＯ総会における政府代表の前項（２）で指摘した条約の作成過程に
おける行動様式なども考慮するとともに，「国内事情に適する」とはなんで
あるかについて十分に検討し，国際労働基準を実現することが必要である。
さらにまた，現行憲法下において末批准条約や採択された条約の批准を促進
（47）
するlこあたり，ＩＬＯ条約の国内的効力について，条約の内容が国内の法律
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と等しく，そのまま国民の法律関係，権利義務関係として，直接適用しうる
（48）
性質のself-executingな条約と条約の内容力:そのままの形で国内的に適用
される性質がなく，明示的に立法措置を要求しているnon-self-ececuting
（49）
な条約の相違を，その文言lこ基づいて分類する作業と連動し，条約の国内適
用可能性について，最初に条約全体につき国内で直接適用が可能であること
を意図しているのか，また直接適用が可能であいことを意図されているか否
かについて検討したあと，個別規定について検討する作業も必要である。
最後に補足的であるが，労働条約は社会保障関係条約のように複雑な構造
をもった条約もいりくんでおり，たとえば，前記（１）労働基準関係の有給休
暇に関する条約（52号，改正132号）はnon-self-executingであるが，その
インパクトを十分に考慮し，その結果えるコストが条約の批准について，消
極的効果を生むことのないように配慮することが必要であり，またILOが
採択する国際労働基準は，国際労働機関憲章19条８項で最低基準を明記して
いるので，（10基本的人権関係に属する強制労働の廃止に関する条約（,０５
号)，雇用及び職業についての差別待遇に関する条約（１１１号）については，
その遵守はいかなる経済状況や経済効果に左右されることて<，厳格に遵守
（50）
され】ﾋﾘﾐければならないことも認識しておくべきである。
(41）日本ILO協会「日本ILO協会要覧」１頁以下。
(42）1993年11月ＩＬＯの将来に関し，ＩＬＯ理事会・労働者グループからILO事務
局長へ「２１世紀に向かうILO」の提案文書にふられるILOに託されている基本
的任務として，三者構成の基本的役割について「三者構成主義の衰退は，近年の
政策立案および現行の難題を効果的に解決するにあたってマイナス要因となって
いる。前進するにはジュネーブで名目的に敬意が払われている抽象的概念として
の三者構成主義ではなく，一切の出発点である各国の国内の実践的かつ永久的，
指導的な原則としての三者構成主義の実行を明確に再認識する必要があり，この
確認がされなければ，ＩＬＯの将来に関する討論は不毛かつ無効なものになるであ
ろう」という提案を迅速かつ率直に受け止めるべきである。ＩＬＯ創立75周年・フ
ィラデルフィア宣言採択50周年記念事業実行委員会「ILO創立75周年・フィラデ
ルフィア宣言採択50周年」５３頁。
(43）1996年９月12日は行政改革を考える国民懇談会結成会への参加・賛同パンフ，
国際労働基準を実施する立法論の構想（木下）１５７
また1997年１月21日朝日新聞社説でも，日本の財政は危機的状況にあり，財政構
造の本格的見直しについて，行政改革・財政投資改革の推進を解説している。
(44）田中二郎「行政委員会制度の一般的考察」日本管理法令研究25号５頁，川上
勝己「行政委員会の意義と機能」法律時報364号４～９頁，和田英夫「行政委員
会と行政争訟制度」弘文堂３～22頁，三宅太郎「行政委員会について」公法研究
６号48頁以下で，行政委員会制度の存在理由，運営上の課題について論評されて
いる。
(45）中労委の現状と問題点については，宮里邦雄他「中央労働委員会の現状と問
題点」労働法律旬報1137号４頁以下ですでに指摘されてきたところでもあり，ま
た近時において中労委の問題点と改善の必要性について，日本労働弁護団「労働
者の権利白書」季刊労働者の権利216号111頁以下で論評されている。
(46）菅野和夫「労働委員会制度の課題と展望」中央労働時報897号臨時増刊６頁
以下。
(47）国際労働機関が採択したILO条約が，国内労働法の法源となるか否かについ
ては，判例・学説も解釈が分れており，諸説の論点について岩沢雄司「条約の国
内適用可能性」７６頁以下で比較検討がなされている。なお「国際労働法の法源」
について全般にわたり，ニコラス・パルテイコス「国際労働基準とILO」（花見
忠監修・吾郷眞一訳）４６～84頁で体系的に論述されている。
(48）Self-executingな条約の性質は，条約の規定が内容的に国内の法律と等しく，
そのまま国民の法律関係，権利義務関係として直接に適用しうる性質の条約であ
り，国内的効力の関係については，高野雄一「憲法と条約」東大出版会97頁以下
で詳細に論述されている。さらにまた，国際労働機関の権限にある諸機関は，そ
のような条約を実効あるものとするために，立法が必要であるか否かの問題は，
ＩＬＯ加盟国が自国の憲法慣行と現行の法に照らし，決定すべき事項であると考え
られてきた。岩沢雄司「条約の国内適用可能性」４５～46頁。なおこの条約基準の
問題点については，ＩＬＯ条約がSelf-executingでない場合，補足的な法律や規
則が実施のために必要であり，プログラム基準で直接に個別の権利を発生させな
いので，その実施が要求され得ても目的が一般的な表現で示され，多種多様な方
法で長い時間かけて行われる政府の行動計画を定める雇用政策，社会政策，雇用
差別を扱った条約は宣言的である。これらの条約を批准することによって，発生
する国際的義務の履行という点からふると，批准した条約を単に国内法上受容す
るだけでは条約内容がSelf-executingでない場合，国際的義務が履行されたとは
考えられない点が指摘されている。ニコラス・パルテイコス「国際労働基準と
ILO」（花見忠監修・吾郷眞一訳）353～356頁。
(49）岩沢雄司「条約の国内適用可能性」145～150頁で諸外国における条約の実施
例に関連し，ＩＬＯ理事会，専門家委員会の解釈や裁判所が判断したSelf-execut‐
ｉｎｇ条約とnon-self-executingな条約の規定例について，詳細に論述されている。
(50）山口俊夫「国際労働基準の設定」２０頁，ＩＬＯ創立75周年フィラデルフィア宣
言採択50周年記念所収。
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むすび
労働法学の分野においてILOをめぐる問題の多くは，わが国の組合運動
が官公労働法に内在する労働基本権保障の非合理性につきあたり，着目すべ
き多くの論稿が執筆されてきたものと把握できる。これまで労働法学は国内
法の対応だけでよかったが，社会経済の変動に直面する過程において，新た
に多面的立法課題に直面せざるを得なくなり，国際労働基準を国内で実現す
べき立法論の構成の必要性が提示され，おそまきながら本稿はこの課題に組
糸し，荒削りであるがここに国際労働基準の立法論の構想を括字にしたもの
である。すでに諸外国のなかでは国内において，三者構成機関を設置してい
る例もふられ，これらについては，新たな論稿で紹介したいと思っている。
最後に本稿の執筆にあたり，資料の探索について支援頂きましたILO東
京支局広報担当の梅木様に余白をかり敬意を表するとともに，さらにまた本
年５月東京都立大大学院において，労働法学について指導教授下された沼田
稲次郎先生が昇天され，このつたない論稿を菩提にささげる。
